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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　筒状部、及び収容部を具備し、前記収容部は、軸方向が前記筒状部の軸方向に交差する
収容部用孔、前記収容部用孔及び前記筒状部内に連通する連通孔、及び前記収容部用孔に
連通して周面に開口し、前記収容部用孔の周方向に延びる溝が形成された、ロボットハン
ド本体と、
　円筒状に形成されて前記収容部用孔内に収容され、その内部に、断面が扇形状に形成さ
れて外周面に開口する第１の部分、並びに、前記第１の部分が前記連通孔に連通する範囲
において前記溝と径方向に対向する第２の部分を有する回動部材用孔が形成された回動部
材と、
　一部が前記溝内及び前記第２の部分内に配置され、一部が前記収容部から突出した吸着
部材と、
　を具備したロボットハンド。
【請求項２】
　前記収容部内に配置され、前記収容部に対して軸方向に移動可能な少なくとも１つの筒
部材を具備した請求項１記載のロボットハンド。
【請求項３】
　前記回動部材を回動する駆動装置を具備した請求項１に記載のロボットハンド。
【請求項４】
　前記回動部材及び前記収容部用孔の間に設けられたベアリングを具備した請求項１に記
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載のロボットハンド。
【請求項５】
　前記回動部材は、大径部、及び大径部に連続して形成された小径部を具備し、
　前記ベアリングは、ボールベアリングであり、前記小径部及び前記収容部用孔の間に設
けられる
　請求項４に記載のロボットハンド。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明の実施形態は、ロボットハンドに関する。
【背景技術】
【０００２】
　複数の物品を収納する倉庫等では、これら物品を効率よく回収する為にロボットを用い
る場合がある。この種のロボットとして、複数自由度を有するロボットアーム、及びこの
ロボットアームに取り付けられ、物品を保持するロボットハンドを有するロボットが知ら
れている。ロボットハンドとして、一対のグリッパを有し、この一対のグリッパにより物
品を挟持することで物品を保持するロボットハンドが知られている。
【０００３】
　また、ロボットハンドとして、負圧により物品を吸着する筒状の吸着部材を有し、この
吸着部により物品を吸着することで物品を保持するロボットハンドが知られている。吸着
部材は、例えば、ポンプに接続されたホースが直接接続されており、このホースにより負
圧が作用する。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２００７－８３３３１号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　本発明が解決しようとする課題は、吸着部材の位置を調整可能としつつ、この調整に要
するスペースを省スペース化できるロボットハンドを提供することである。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　実施形態によれば、ロボットハンドは、筒状部、及び収容部を具備し、前記収容部は、
軸方向が前記筒状部の軸方向に交差する収容部用孔、前記収容部用孔及び前記筒状部内に
連通する連通孔、及び前記収容部用孔に連通して周面に開口し、前記収容部用孔の周方向
に延びる溝が形成された、ロボットハンド本体と、円筒状に形成されて前記収容部用孔内
に収容され、その内部に、断面が扇形状に形成されて外周面に開口する第１の部分、並び
に、前記第１の部分が前記連通孔に連通する範囲において前記溝と径方向に対向する第２
の部分を有する回動部材用孔が形成された回動部材と、一部が前記溝内及び前記第２の部
分内に配置され、一部が前記収容部から突出した吸着部材と、を備える。
【図面の簡単な説明】
【０００７】
【図１】一実施形態に係るロボットハンドを示す斜視図。
【図２】同ロボットハンドのロボットハンド本体を示す斜視図。
【図３】同ロボットハンド本体を示す断面図。
【図４】同ロボットハンドの回動部材及び吸着部材の一体物を示す斜視図。
【図５】同回動部材を示す斜視図。
【図６】同回動部材を第２の部分側から見た状態を示す斜視図。
【図７】同回動部材を示す断面図。
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【図８】同ロボットハンドの動作を説明する断面図。
【図９】同ロボットハンドの動作を説明する断面図。
【図１０】第２の実施形態に係るロボットハンドを示す断面図。
【図１１】同ロボットハンドの要部を示す断面図。
【図１２】同ロボットハンドを示す断面図。
【発明を実施するための形態】
【０００８】
　第１の実施形態に係るロボットハンド１０を、図１乃至図１０を用いて説明する。図１
は、ロボットハンド１０を示す斜視図である。図２は、ロボットハンド１０のロボットハ
ンド本体２０を示す斜視図である。図３は、ロボットハンド本体２０を示す断面図である
。図４は、ロボットハンド１０の回動部材５０及び吸着部材７０の一体物を示す斜視図で
ある。図５は、回動部材５０を示す斜視図である。図６は、回動部材５０を、第２の部分
５３ｂ側から見た状態を示す斜視図である。図７は、回動部材５０を示す断面図である。
図８及び図９は、ロボットハンド１０の動作を説明する断面図である。
【０００９】
　図１に示すように、ロボットハンド１０は、ロボットハンド本体２０、ロボットハンド
本体２０内に収容される回動部材５０、ベアリング６０、回動部材５０に設けられた吸着
部材７０、及び回動部材５０を回動する駆動装置８０を有している。
【００１０】
　図２及び図３に示すように、ロボットハンド本体２０は、筒状部３０、及び回動部材５
０を回動可能に収容する収容部４０を有している。筒状部３０は、ホース等の管部材を介
してポンプ等の負圧を発生する負圧発生装置に接続可能に構成されている。筒状部３０は
、例えば外観が直方体状に形成されている。筒状部３０は、その内側の縁が断面円形に形
成されている。
【００１１】
　収容部４０は、筒状部３０の軸方向に並んで配置されており、筒状部３０に一体に形成
されている。収容部４０は、筒状部３０からその軸方向及び軸方向に直交する方向に突出
している。収容部４０には、収容部用孔４１が形成されている。収容部用孔４１は、その
軸線に直交する断面が円となる形状に形成されている。収容部用孔４１は、内側に回動部
材５０を配置し、かつ回動部材５０が回動可能に形成されている。収容部用孔４１の軸方
向は、筒状部３０の軸方向に交差している。本実施形態では、一例として、収容部用孔４
１の軸方向及び筒状部３０の軸方向は、直交している。収容部用孔４１は、収容部４０を
貫通している。また、収容部４０には、収容部用孔４１と筒状部３０の内側とを連通する
連通孔４２が形成されている。連通孔４２は、筒状部３０と例えば同軸に配置されている
。
【００１２】
　収容部４０の端面４３及び側面４４の稜部４５、端面４３において稜部４５に連続する
一部、並びに、側面４４において稜部４５に連続する一部は、回動部材５０の回動に伴う
吸着部材７０の回動を可能とする曲面に形成されている。側面４４は、収容部４０の側面
のうち、筒状部３０の軸線に直交する方向に突出する部分の側面である。稜部４５、端面
４３の一部、及び側面４４の一部は、具体的には、収容部用孔４１の軸線を中心とする、
断面円弧となる曲面に形成されている。
【００１３】
　端面４３の一部、側面４４の一部、及び稜部４５には、溝４６が形成されている。溝４
６は、収容部用孔４１と連通している。溝４６は、収容部４０の軸線を中心とする周方向
に延びており、内側に吸着部材７０を配置可能に形成されている。溝４６の周方向の一端
４６ａと他端４６ｂとは、吸着部材７０の揺動範囲を規制する。
【００１４】
　すなわち、吸着部材７０は、溝４６の一端４６ａ及び他端４６ｂの間で回動可能となる
。一端４６ａの位置、及び他端４６ｂの位置は、吸着部材７０の所望される揺動範囲に応
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じて決定されている。本実施形態では、吸着部材７０の揺動範囲は、９０度に設定されて
いる。この為、一端４６ａと他端４６ｂとは、収容部用孔４１の軸線周りに９０度または
９０度より若干大きい角度離間している。
【００１５】
　図４乃至図６に示すように、回動部材５０は、収容部用孔４１内に、例えば収容部用孔
４１と同軸に収容される。回動部材５０は、収容部用孔４１内で回動可能な円柱状に形成
されている。回動部材５０は、円柱状に形成された大径部５１、及び大径部５１の軸方向
両側のそれぞれに形成された円柱状の小径部５２を有している。
【００１６】
　大径部５１の外径は、収容部用孔４１の径より若干小さい径に設定されている。大径部
５１は、内部に回動部材用孔５３が形成されている。図７は、大径部５１をその軸線に直
交する方向に切断した状態を示す断面図である。図７に示すように、回動部材用孔５３は
、大径部５１を径方向に貫通している。回動部材用孔５３は、筒状部３０の内側に連通す
る第１の部分５３ａ、及び溝４６に連通する第２の部分５３ｂを有している。
【００１７】
　第１の部分５３ａは、吸着部材７０がいずれの位置にあっても、すなわち、吸着部材７
０がその揺動範囲となる９０度の範囲のいずれの位置にあっても、筒状部３０の内側に連
通可能に形成されている。第１の部分５３ａは、具体的には、回動部材５０の軸線を中心
とする扇形状に形成されている。第２の部分５３ｂは、吸着部材７０が取り付け可能に形
成されている。第２の部分５３ｂは、その縁が例えば断面円となる形状に形成されている
。第２の部分５３ｂは、その軸線が第１の部分５３ａの周方向中心を通る位置に配置され
ている。
【００１８】
　小径部５２は、大径部５１よりも小径に形成されており、大径部５１と同軸に配置され
ている。小径部５２は、ベアリング６０が固定可能に形成されている。図４に示すように
、一方の小径部５２の端面には、プーリ５４が固定されている。プーリ５４は、回動部材
５０と同軸に配置されている。
【００１９】
　このように形成された回動部材５０の軸方向の長さ、すなわち両小径部５２の端面間の
長さは、収容部４０の、収容部用孔４１が開口する側面４７間の長さと同じまたは略同じ
である。
【００２０】
　ベアリング６０は、収容部用孔４１内での回動部材５０の回動をスムーズにすることを
達成可能に形成されている。ベアリング６０は、両小径部５２と収容部用孔４１の内周面
との間に設けられている。ベアリング６０は、例えばボールベアリングである。ベアリン
グ６０の内筒は、小径部５２を内側に嵌合されており、締まりばねにより小径部５２に固
定されている。ベアリング６０の外筒は、収容部用孔４１内に配置されている。ベアリン
グ６０の外筒と収容部用孔４１のはめあいは、隙間ばめである。
【００２１】
　ベアリング６０は、回動部材５０を、収容部用孔４１の軸方向に、小径部５２の側面４
７と同一平面となる位置に固定する。なお、上述の通り、ベアリング６０が収容部用孔４
１に隙間ばめで嵌合される為、固定部材５０及びベアリング６０の一体物が収容部用孔４
１から抜け出ることを防止する為に、一対の抜け防止部材６１が用いられている。
【００２２】
　一対の抜け防止部材６１は、図１に示すように、環状の板部材により形成されている。
一対の抜け防止部材６１の内径は、ベアリング６０の外径よりも小さい。抜け防止部材６
１は、内側にプーリ５４を配置可能に形成されている。抜け止め防止部材６１は、それぞ
れ、その縁部が収容部４０の側面４７の収容部用孔４１の縁部にねじ等の固定部材により
固定される。抜け止め防止部材６１は、ベアリング６０に当接する。このように、隙間ば
めによる嵌合、及び、収容部用孔４１の両端に固定された抜け止め防止部材６１により、
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ベアリング６０及び回動部材５０の一体物は、穴４１内に固定される。
【００２３】
　吸着部材７０は、図４及図８に示すように、回動部材用孔５３の第２の部分５３ｂ及び
溝４６内に配置される筒状部７１、及び蛇腹部７２を有している。筒状部７１は、第２の
部分５３ｂに嵌合する大きさを有している。また、筒状部７１は、溝４６の幅より小径に
形成されている。筒状部７１は、第２の部分５３ｂから脱落しないように、第２の部分５
３ｂに嵌合、接着、または係合等の固定手段により固定されている。蛇腹部７２は、筒状
部７１の一端に連続して形成されており、筒状部７１と同軸に配置されている。蛇腹部７
２は、その軸方向に伸縮可能に形成されている。
【００２４】
　図１に示すように、駆動装置８０は、ロボットハンド本体２０の筒状部３０の外面に固
定されている。駆動装置８０は、外面のうち、例えば収容部４０が筒状部３０に対して突
出する側の側面に固定されている。
【００２５】
　駆動装置８０は、電動モータ等の駆動部８１、及び駆動部８１の出力軸の回転を回動部
材５０のプーリ５４に伝達する伝達部８２を有している。伝達部８２は、プーリ８３、駆
動部８１の出力軸の回動をプーリ８３に伝達してプーリ８３を回転させる伝達機構８４、
及び伝達ベルト８５を有している。伝達ベルト８５は、プーリ５４及びプーリ８３に回し
掛けられている。伝達ベルト８５は、駆動部８１により回転されたプーリ８３により、プ
ーリ５４を回転する。
【００２６】
　次に、ロボットハンド１０の動作を、図８及び図９を用いて説明する。ロボットハンド
１０は、まず、吸着部材７０の位置が調整される。具体的には、ロボットハンド１０を有
するロボットの制御装置等により、駆動装置８０の駆動部８１が駆動されると、プーリ５
４が回転される。プーリ５４が回転されることにより、回動部材５０は、９０度の範囲内
で回動される。回動部材５０が回動されることにより、吸着部材７０が、図８に示すよう
に吸着部材７０の軸線がロボットハンド本体２０の筒状部３０の軸線に平行となる位置Ｐ
１、及び、図９に示すように吸着部材７０の軸方向が筒状部３０の軸方向と直交する位置
Ｐ２の間で回動される。吸着部材７０は、吸着対象となる物品の位置に応じて物品を吸着
可能となるように、制御装置により、位置Ｐ１及び位置Ｐ２の間で位置が調整される。
【００２７】
　吸着部材７０の位置が、物品の吸着に適した位置となると、次に、吸着部材７０の蛇腹
部７２の一端が物品に当接される。具体的には、ロボットハンド１０が、吸着部材７０が
物品に当接するまで移動される。蛇腹部７２が縮むことにより、当接の衝撃が吸収される
。
【００２８】
　吸着部材７０が物品に当接されると、制御装置によりポンプ等の負圧発生装置が駆動さ
れる。この負圧は、ロボットハンド本体２０の内部及び回動部材５０の回動部材用孔５３
を介して、吸着部材７０内に作用する。図８及び図９に示す矢印は、負圧の作用する方向
を示している。この負圧は、図８及び図９に示すように、吸着部材７０がいずれの位置に
あっても回動部材用孔５３の第１の部分５３ａが連通孔４２に連通することから、吸着部
材７０に作用する。吸着部材７０は、この負圧により、物品を吸着する。なお、吸着部材
７０が物品に当接する前に負圧装置が駆動されてもよい。
【００２９】
　このように構成されたロボットハンド１０では、吸着部材７０が回動部材５０に連結さ
れ、かつ、回動部材５０の回動部材用孔５３がロボットハンド本体２０内に連通すること
により、吸着部材７０を揺動可能な構成としつつ、吸着部材７０に負圧を作用させる為の
ホース等の管部材を不要とすることができる。
【００３０】
　例えば、吸着部材７０に負圧を作用させる為に、ホース等の可撓性を有する管部材を吸
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着部材７０に直接接続する場合、この管部材は、吸着部材７０の位置に応じて屈曲するこ
ととなり、管部材が屈曲する際の変位を許容するスペース、すなわち管部材の曲げ半径分
のスペースを周囲に確保する必要がある。
【００３１】
　これに対して本実施形態では、吸着部材７０に負圧を作用させる為に、ホース等の可撓
性を有する管部材を吸着部材７０に直接接続するのではなく、ロボットハンド本体２０内
に配置された回動部材５０を連結する構造であるので、上述のようなスペースを確保する
必要がない。
【００３２】
　この為、ロボットハンド１０は、吸着部材７０の位置を調整可能としつつ、この調整に
要するスペースを省スペース化できる。
【００３３】
　次に、第２の実施形態に係るロボットハンド１０Ａを、図１０乃至図１２を用いて説明
する。本実施形態では、第１の実施形態と同様の機能を有する構成は、第１の実施形態と
同一の符号を付して説明を省略する。
【００３４】
　図１０に示すように、ロボットハンド１０Ａは、ロボットハンド本体２０、回動部材５
０、ベアリング６０、吸着部材７０、駆動装置８０、及び、ロボットハンド本体２０の筒
状部３０内に配置可能な少なくとも１つの筒部材９０を有している。
【００３５】
　少なくとも１つの筒部材９０は、ロボットハンド本体２０の筒状部３０の軸方向に移動
可能に形成されている。筒部材９０が複数設けられる場合、これら複数の筒部材９０は、
異なる径を有し、それぞれ、別のより小径な径を有する筒部材９０内に、その軸方向に移
動可能に、すなわち所謂テレスコープ的に移動可能に配置される。
【００３６】
　少なくとも１つの筒部材９０は、本実施形態では、２つ用いられており、これらを第１
の筒部材９１及び第２の筒部材９２とする。第１の筒部材９１は、ロボットハンド本体２
０の筒状部３０内に配置されており、筒状部３０の軸方向に移動可能に形成されている。
【００３７】
　第２の筒部材９２は、第１の筒部材９１内に配置されており、第１の筒部材９１の軸方
向に移動可能に形成されている。第２の筒部材９２は、第１の筒部材９１の内径よりも小
径に形成されている。第２の筒部材９２は、その一端部に、ポンプ等の負圧発生装置に接
続されたホース等の管部材が接続可能に形成される。
【００３８】
　図１１に示すように、ロボットハンド本体２０の筒状部３０及び第１の筒部材９１の間
、並びに、第１の筒部材９１及び第２の筒部材９２の間にシール１００が設けられている
。ここで、筒状部３０及び第１の筒部材９１の間に設けられたシール１００を代表して説
明する。シール１００は、第１の筒部材９１の一端部の外周面に形成された環状の突出部
１０１、及びシール部材１０２を有している。突出部１０１の外周面には、その軸方向中
途部に環状の溝１０３が形成されている。シール部材１０２は、環状に形成されており、
溝１０３内に配置される。シール部材１０２は、溝１０３の底面及び筒状部３０の内面に
接触することにより、シールする。
【００３９】
　また、筒状部３０及び第１の筒部材９１の一端部内に、第１の筒部材９１が抜け出ると
こを防止可能な、筒部材９４が固定されている。筒部材９４は、シール１００の突出部１
０１に軸方向に当接することにより、第１の筒部材９１の移動を規制する。第１の筒部材
９１の一端部にも、同様に、第２の筒部材９２が抜け出ることを防止可能な筒部材９４が
固定されている。
【００４０】
　本実施形態のロボットハンド１０Ａは、第１の実施形態の効果に加え、以下の効果が得
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られる。すなわち、筒部材９０（第１の筒部材９１及び第２の筒部材９２）を移動するこ
とにより、図１２に示すように、ロボットハンド１０Ａの長さを調整可能することができ
るので、ロボットハンド１０Ａを、狭い隙間内に侵入させることができる。なお、図１２
は、ロボットハンド１０Ａを示す断面図であり、具体的には、第１の筒部材９１が筒状部
３０から筒部材９４に当接する位置まで移動し、第２の筒部材９２が第１の筒部材９１か
ら筒部材９４に当接するまで移動した状態を示す断面図である。
　以上説明した少なくとも１つの実施形態によれば、吸着部材７０が回動部材５０に連結
され、かつ、回動部材５０の回動部材用孔５３がロボットハンド本体２０内に連通するこ
とにより、ロボットハンド１０，１０Ａは、吸着部材７０の位置を調整可能としつつ、こ
の調整に要するスペースを省スペース化できる。
【００４１】
　本発明のいくつかの実施形態を説明したが、これらの実施形態は、例として提示したも
のであり、発明の範囲を限定することは意図していない。これら新規な実施形態は、その
他の様々な形態で実施されることが可能であり、発明の要旨を逸脱しない範囲で、種々の
省略、置き換え、変更を行うことができる。これら実施形態やその変形は、発明の範囲や
要旨に含まれるとともに、特許請求の範囲に記載された発明とその均等の範囲に含まれる
。
【符号の説明】
【００４２】
　１０…ロボットハンド、１０Ａ…ロボットハンド、２０…ロボットハンド本体、３０…
筒状部、４０…収容部、４１…収容部用孔、４２…連通孔、４６…溝、５０…回動部材、
５１…大径部、５２…小径部、５３…回動部材用孔、５３ａ…第１の部分、５３ｂ…第２
の部分、６０…ベアリング、７０…吸着部材、８０…駆動装置、９０…筒部材、９１…第
１の筒部材、９２…第２の筒部材。

【図１】 【図２】

【図３】
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